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ABSTRACT

Since Downs (1957) prOposed a rational voting model, which has been used to

explain the statistical relationship bet、 veen closeness of electiOns and levels of their

tumouts,many articles has pointed out that discussions on the modei couldn't make

eliglble voters have enough incentive to go to their pollhg places (called the paradox

of not vOting).

There has been many kinds of lnodels proposed by the way of modifying the Downs

model.It seens,however,that most of them couldn't 」 Ve sOlutlons to what makes

voters lead to polls yet.

At first, this paper surveys some typical attemptt to the paradox,and indicates their

difficulties to resolve it,Secondly,the paper gives an frame、 vork On voter modeis 、 vhere

the electrate 、vould be supposed to be sufficiently large such as general elections. The

framework here is based on the model proposed by Schwartz T.(1987)who proposed

an additive utility mOdel on some sub― electrates, and enables us to analyse when an

incentive of an eligible voter becomes maxinized with respect to his subiective

expectation and certainty on the number of votes that would be obtained.

kcy words i rational voting modcL thC paradox of not voting,largc clcctrate

1.は  じ め に

Downs(1957)は ,民主主義的政治システムで

の政党と有権者を,各々の効用の最大化を目的と

して行動する合理的選択行動としてモデル化し

た。 す なわち政党は公共財の供給者として有権者

はその需要者とみなし,政治学の分野に経済学モ

デルによる分析枠組みを提案したのである。 こ の

ような考えは政治学を陳腐化するという批判もあ

るが,小林 (1988)も述べているようにスケール

の大きなモデル構築という点で発展性を秘めた大

胆なアプローチと言えよう
1)。
 本 論では,比較的

大きな選挙区での選挙に焦点をあて,有権者の投

票参加モデルについて考える
2)。

2.ダ ウンズの投票参加モデルと

本研究の目的

2-1 ダ ウンズの投票参加モデル

ダウンズの投票参加モデルとは次のようなモデ
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ルである。

R=ク β―C (1)

ここで,Rは 投票の期待効用,クは一票が選挙結

果に影響を及ぼす確率,3は ある有権者の好む候

補者が当選した場合と落選した場合のその有権者

にもたらす効用差,Cは 投票コス トである。Cは投

票所までの所要時間や労力など正のコストC・と,

投票参加から得られる満足,た とえば政治参加ヘ

の義務感の達成や知人との接触などを含めたイベ

ントとしての楽しさなど負のコストC~の差として

定義している(C=CtC)D。 ここで,『無投票の

パラ ドックス』は次の様な論理である。まず,

C>0と する。(そうでないと必ず投票することに

なる !)大 選挙区では,』が大きくてもそれに比

して劇よ殆ど0であると考えられる。したがって,

R<0と なって,投票することは非合理な行動とな

る。 し かるに,『人はなぜ投票に行くのか』。ここ

で注意すべきことは,これはいわゆる論理的矛盾

ではなく,モ デルの非妥当性もしくは変数の見積

りの甘さをいっている。本論では後者の立場に焦

点をあて,合理的投票参加モデルそのものを疑う

ことはしない。この場合でも,例えばC≦ 0である

有権者が多い,つ まり多くの有権者は投票を楽し

んでいると仮定さえすればパラドックスは解消さ

れる。このように,有権者にとって,』は小さく,

彼らの政治参加意識はほとんど儀礼的なものと考

えてよいのだろうか。

2-2 無 投票のパラドックスの論点

橋本 (1994)は 最近の日本での選挙において,

『人はなぜ投票に行かないか』という逆の視点か

ら,政治不信や既成政党の堕落などとは関連性が

なく,経済全般に対する自己評価の意識と関連が

あることを計量的手法によって確認したと述べて

いる。これは,投票参加がCよ りもBの 影響が大,

すなわち政治参加への義務感の薄れよりも,投票

による経済状況改善への期待感が薄れたことを意

味している。

また,,3に よる投票参加の影響は,過去の日本

の参院選の地方区 (選挙区)と 全国区 仕ヒ例区)で

の有効投票数の差に着目したときに明らかになる
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表1 日 本の参議院選の区別有効投票数(千票)

年 投票率 地方区 全国区 備 考
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(朝日新聞縮刷版より)

注 :投票率は地方区 (選挙区)の もの

(表1)。これらの間の投票コストの差は小さく,投

票参加が,βに大きく影響すると考えられるからで

ある。実際,無効票などを含む単純投票数では地

方区 (選挙区)の 方が,平均0,01%程 度高いだけ

であるが,有効投票数では平均 2%も 高 く,過去

16回の選挙で比例代表制導入直後の
'83年
の選挙

を除いて,すべて地方区 (選挙区)の方が上回って

いる。有効投票数の差を統計的に調べるために,

有権者の数の増加がかなり大きいこと,各選挙の

投票率の差が大きいことを考えると,全体の分散

が大きくなって平均値の差の検定は不都合であ

る。 そ こで,有効投票数の差の符号 (全国区一地

方区)と 差の大きさによる順位の積和であるSy

を検定統計量としたノンパラメトリック検定
4)を

行なう。それによればSy=2で あり,正規近似に

よる少値は0.0004となり,統計的に有意に地方区

(選挙区)の ほうが有効投票数が多いと結論づけら

れる。 唯 一,'83年は逆転するが,これは比例代表

制導入による興味が影響しているものとも考えら

れよう。

地域政治に係わる問題と国政レベルの問題では,

有権者にとっては前者の方を重視することはごく

計画行政 17(4),1994



自然なことであり,これは地方区 (選挙区)で のβ

は全国区 (比例区)の それより大きいことを意味

する。また,また,についても有権者数に対する改

選数が全国区の方が少ないため,一票の選挙結果

への影響は全国区の方が小さい。また,比例区で

は政党を選ぶためにさらに小さい。このように考

えると,参院選での両区での有効投票数の差は,3

によって説明されるべきことになる。

さらに,選挙区が比較的大きい場合でも接戦の

選挙において投票率が上がるという傾向は昔から

知られており
D,投
票の期待効用足のなかで,」は

相当量の大きさをもつと同時にRに 影響を与える

だけの変動をもつことが必要である。しかし他方

で,一人の有権者が投票によって政治を自分の都

合のよい方に動かして得られる期待利益クBが意味

のある程度に大きくかつそれが選挙毎に大きく変

動するとは考えられないのである。これが無投票

のパラドックスの論点である。

2-3 本 研究の目的

この無投票のパラ ドックスを巡って,ダ ウンズ

モデルを前提としてそれが解決可能かどうかにつ

いて,これまで数多くの検討がなされてきた。本

論では,最初にそれらのいくつかを紹介した上で

それらの問題点を指摘し,投票参加モデル構築ヘ

の一つの枠組みを,投票による投資的価値の分析

を念頭に提案することを目的とする。ここで提案

する枠組みもダウンズモデルを基本思想においた

合理的選択行動を前提としている。また,議論の

複雑さを避けるため2候補者選挙モデルを考えて

いくが,後で述べる効用連続型モデルでは,適当

な効用関数が想定されれば,多候補者選挙も含め

ることができる。

3.パ ラドックスの解決に向けて

3-l pの 見積りについて

1人の投票が選挙結果に影響を及ぼす確率は客

観的確率であるが,実際には有権者は主観確率を

考えるべきという立場をとろう。pは選挙区の大

きされ(ここではれは有効投票数とする)に依存す
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ることは明らかであるが,どのように依存してい

るかについては多くの議論がなされてきた。 以 下

2候補者Al,A2の 選挙モデルを考える。 最 初に,

各有権者の票の重みの平等性を考えて,=れ  lと

想定 し,これを検討する。ここで,あ る有権者は

他の有権者の候補者Alに 投票する確率s(主 観確

率)を想定しているものとする。 候 補者Alの得票

たが2項分布う(な仏s)に従うとすると,彼の一票が

選挙結果を決定づけるほどの接戦になる確率は,

'=b(漉れゆ=.C″烈1-メ作=孝)。 )
である°。 こ のとき,次の命題が成り立つ。

[命題 1](Rae,D,(1969))

(2)の pの sに関する最大値,本について,

lin,*711/2 = (2/7r)1/2.

【証明】pは s=1/2の とき最大であり,pキ=β犯冴
れ
。

2項分布はれが大きいとき,標準正規分布と考え

ることができるから
7),nC砲2n～ 2■17/2(2/7r万1/2

(～は伊 ∞のとき両辺の上防ミ1に近づくことを示す)。

よつて,

1lmp・■1/2= lin1 2れ
~1/2(2″
)1/2れ
1/2=(2/π
)1/2 1

上の命題は,十分大きな選挙区において,他 の

すべての有権者の2候補者への投票が等確率で行

なわれると考える有権者は,ク>たれ
12(た
は定数)

となり,■
1の
オーダーより大きくなることを示し

ている。

次に,sを 確率変数 Sと してこれが密度関数/

(連続関数)に従うとする。 こ のとき,有権者の接

戦となる主観的確率,は次のように計算される。

ク=C々m/tSm(1-SW/(S)Js(3)
[ィ待是ヨ2]  (Good, I, 」.cr α′(1975))

G)において,換つれ=母弁
【証明】sの関数4特

"(1-s)れは,[0,1]において,

s=1/2で1,その他で0となる不連続関数にLl収

束めする。したがって十分ノl さヽな正数εに対して,

A S町
1 -ザ X o J S― / 1 1 /幼

ズ を: s純
は
一
ぱ どs～

X1/幼】tS円(1-ゆ確」s       位)
ベータ分布の関係の より,

法

=2円 十D・
7舞 牛

= O m +ぃ
A s歓
1ぱ d S

l a l
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クれ
=2拓
り竹
s hは 一ゆ

確
ス0どS /伽 十D A s竹 は

一
ゆ
れ
JS

～

A S 確
は
一
ゆ

m ス

ゅ d S / 2 / t s 向 は
一
ゆ

″
ど S ― / 1 1 0 姥 1

命題2よ り,クが大きくなるのは/11/2)が大きく

なるときであり,これは他の有権者が確率
歩
で投

票する確信が大きいときであることを意味し

X1/2)>2で あるなら,つの大きさは■
1よ
り大きい。

しかし,この確信の大きさに関係なくつはれ
lに比

例することも示され,主観確率を確率変数とした

場合はつの見積りが小さくなる。

3-2有 権者の学習過程

上のように,主観確率について確率変数Sを与

えることは,の見積りを後退させ意味のないょう

にみえるが,実は別の点を考えてのことである。

それは,有権者の学習過程,すなわち他の有権者

の投票結果をもとに主観確率sを改良するような

投票参加モデルの構築である。実際の投票では,

他の有権者の投票結果は当該選挙中には得られな

いし,またマスコミ等からの投票動向の情報で代

替するにしても,一選挙中でSに ついての学習を

考えるには少々無理が感じられる。しかし,最近

の選挙のように国民対非自民なる構図の選挙が繰

返し行なわれる状況を考えると,あ る地区の選挙

でのs(自 民党候補者への主観投票確率)は ,その

地区の以前の選挙の投票結果から有権者が学習す

ることは十分に考えられる。

Good,I.」 .cr α′(1975)は ,アにベータ分布を

仮定して このような繰返し投票参加店モデル化した

畑 =品 「

港ぼ 椋格べ_夕 関期 ④

ベータ分布は2項分布の共役事前分布
1のでぁり,

r人の有権者のうち候補者Alに /票,候補者A2に

汁メ票が投ぜられたとの情報を得たとき,Sの確率

分布は (4)式 のαβをそれぞオ協+メ,β+r―メに置

き換えたものになる。

ここで,Sの 期待値ご0と 分散 /1S)は

EO=為 ,ylS琉
葡 偽 所  0

であり,接戦を繰返す選挙では,(5)に おいてα=

7イ 大選挙区での投票参加モデルの定式化に関する研究

モ:晶を楢岳f去揚号)!仏責寛野垂歌途堕経香当
えることになる。

以上をまとめると,pが れの-1乗 に比例するの

は,投票の動向がよく分からない場合であり,接

戦となるという情報によって,他の有権者のAl候

潜ギ塗i副雛洩毛後ザ巳糧
|♂
登

戦の選挙での投票率の上昇を説明することになる

が,■の一
歩
乗に比例するとしても,ま だまだつが

十分に大きいとは言えそうもない。

3-3不 完全情報ゲームとしての投票参加モデル

ゲーム理論からの無投票のパラドッックスの解

消の方法は非常にテクニカルである。つまり,投

票率は均衡点の現れであると考える。

表2 有 権者 ″の利得 (Tl)

状態 Ⅳl・
= N 2・ > ″ < ″

投票 1- C , 1 - C , 一Ct

棄権 0 1 0

考えるゲームは,■人非協カゲームである。2候

補選挙において,■人の有権者を選好する候補者別

に2チームTl,T21こ分ける。れ1,れ2をTl,T2内 の

有権者数とする (,1+れ2=れ)。何人の戦略は (ol,

q2,…,qれ)で あり,qjは有権者が選好する候補者に

投票をする確率である。 こ のゲームは同時手番で

あるという意味で不完全情報ゲームである (表2)。

各有権者ザについてⅣ√
t,押
炉
2を'を 除いたTl,T2

の投票数とすると,どの投票参加モデルは,

Rt=P17VF=ぶ′ヌ)'1-C,          (6)

である
11)。ここで,簡単のためB=1と し,C,も

Bの 単位で測られているものとする。

(ql*,qダ,…,q汗)が,0<qlネ <1の もとで混合ナ

ッシュ均衡
1のであるための必要十分条件は,投票

と棄権が無差別になる,すなわち,

Cす=P(「 F`=Ⅳ″う
13)       (7)

が成り立つことである。

単純な例として対称ゲーム,

駒=物 =■ら ~" t =徴 はC< )を 考えると
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き,q半(=。1*="・=q汗)は ,れが十分大きければ0

と 1に 限 りなく近づ く (Pa l f r e y , T . R . c r  α′

(1983))。これは,全 くの接戦の状況で,投票コス

トも一定とすれば,均衡点は全員投票かもしくは

全員棄権のいずれかである。全員投票は確かに均

衡点だけれどもそれは社会的ジレンマの蟻地獄的

均衡点である。2チ ームが協力できるなら全員棄

権という 「より良い」状態に移ることができる。

このようなパラドックスの解決は,相手候補者

を選好する有権者の出方による最悪の状況を避け

るために投票が行われていると説明することにな

る。 当 然これには反論があって,た とえば有権者

の効用差βや投票コストCに ついては一定の不完

備な情報をもっていることが挙げられる。つまり,

このゲームは不完備情報ゲームで もある。

Palfrey.T,R.cr αr(1985)は この点を踏まえ,

他の有権者の投票ヨストCを 確率変数とし,分布

関数F(c)を与えることによって (6)を拡張した。

0は 1としているため,どの不完備情報はCに含ま

れていることに注意)

上の単純な例において考える。 各 有権者は他の

有権者が投票コストの限界値c′をもち,F(c)に従

いC′より小さい投票コストが実現すると投票,大

きい投票コストが実現すると棄権するというベイ

ズ型の決定ルールをもつと仮定する。

このとき,c*が ベイズ均衡点
1つであるための必

要十分条件は,

c*=P(押1→=押2・)          (8)

をみたすものである。

[命題3]

各有権者は自分のコストcがベイズ均衡点c*よ

リア! さヽいとき投票する。

【証明】

有権者'が投票するのは,期待利得がLす なわち

POvlを=rV2り(1-c)一(1-POV1 2～A/2・))C>0

のときであり,これは次と同値である。

P仰 lⅢ=∬2・)~C>0◆c*>c.  1

上の命題から?Ⅲ=F(c*)と なり,上の結果と合

せるとコストが0でない限り,十分大きなれについ

てq*=0と なる (図1)。q*‐1は投票コストの足並

計画行政 17(4),1994

C *         0 . 5

図 1 ナ ッシュ均街点とベイズ均衡点

が揃って始めて達成される均衡であり,足並がく

ずれ可能性があれば均衡点になり得ないことを示

している。以上により,ゲ ーム論的な無投票のパ

ラドックスの解決は失敗していると言わざるを得

ない。

3-4 ミ ニマックスリグレット型投票参加にデル

Ferejohn,」.A.,cr α′(1974ァ1975)の ミニマ

ックスリグレット方式
15)の
投票参加モデルによる

投票参加の解決は,い くつかの点で疑問視される。

この方式による解決を単純に述べると,投票する

のは投票しないことによる後悔を最小にするため

であると説明するものである。 疑 間点の第一に

は,あ る候補者の当落よる有権者の効用差が,後

悔に値するほど大きいかどうかという点である。

期待効用が負であっても万が一の効用差が大きい

場合,例えば生命保険に入るとか宝くじを買うな

どの意思決定はミニマックスリグレット方式で説

明されようが,投票参加では考えにくい。 第二に,

この方式では接戦による投票率の増加が全く説明

できない。 さ らに,これは合理的選択行動,すな

わちRの 最大化としてのダウンズモデルが妥当し

ないとしてのパラドックスの解消であり,本論で

の変数の見積りの甘さを追及する立場と異なるも

のである。

4.効 用連続型の投票参加

モデルの構築

4-1 効 用の線形加算的モデル

ダウンズモデル (1)は ,図 2の ような展開図で

表すことができる。,1はつ2よりちょっとだけ大き
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選挙結果 (確率) 効 用

―[畳層:骨告|を; :;る
C

図2 投票者の意思決定問題I

く,こ の差が投票者の選挙結果への影響を示す。

投票した場合の期待利得Rυと棄権した場合の期待

利得Rスの差Rは ,

R=Rυ一沢ス=ψI一p2)B~C            (9)

である。 本 論での投票参加モデルは,図 2の 問題

を次の2つの面から修正する。

シュヮルツ (Schwartz.T(1987))は 部分選挙

区の概念を持ち出して,3を 次のように考えた。

有権者は,大選挙区での選挙においても票は地区

毎に集計されるため,全体での選挙結果とともに

地区 (部分選挙区)で の結果にもおおいに興味が

あるというのである。さらにシュワルツは,部分

選挙区は制度上の集計単位としての地区だけでな

く,社会階層,宗教,年齢層,あ るいは小さな地域

社会まで1つの選挙区と考えられると言及した
1°
。

シュヮルツモデルを定式化すると次のようにな

る。投票者はれ個の部分選挙区 (全体の選挙区も

含む)を もち,各ケ部分選挙区での選挙結果に影響

を与える確率をぁ,投票する候補者が'選挙区で
`当
選
'し
た場合と

`落
選
'し
た場合の投票者に与え

る効用差をB,とするとき,

R=呂あBど一C (10)

が投票参加モデルである。 当 選した候補者は,長

期的な戦略を考えるなら各部分選挙区の票を意識

しながら政策をすすめることになり,たとえばガ部

分選挙区で敗れている場合,ガ部分選挙区では相手

の候補者よりの政策を考慮に入れることは大いに

考えられる。 す なわち,投票者は部分選挙区での

勝敗も効用差をもつのである。 こ こで注意すべき

ことは,すが大きい部分選挙区は規模の小さく,そ

こでのBどは小さいと考えられるから (10)式の投

資的価値の各項は非常に小さいと考えられ,シュ

ヮルツによる無投票のパラドックスの解決は部分

的なもののようである。しかし,接戦の主観確率

% 大 選挙区での投票参加モデルの定式化に関する研究

s,を部分選挙区毎にもつのではなく,それらの平

均的な値としてもつならば,さ らに投資的価値が

増えることが次の命題により示される。

[命題4]{sわ{りを大きさの同じ有限増加,減少数

列 (サ=1,2,…・,α)● ≧2)と するとき,次式が成

立する。

S呂 ら>呂 Sル ど (Sは Sどの 平 均 )  (11)

【証明】付録参照。   1

この命題において,{sユ{b)が増加,減少である

条件は,bどが少ないほど (部分選挙区が小さいほ

ど)sどが大きいという状況を反映させたものである。

ウラナー (Urlaner,C.J。(1989))は 選挙活動

での候補者と投票者の間に介在するリーダーの行

動を投票参加モデルに取り入れた。このモデルで

は,投票者の消費的価値C・,C~を投票者固有の価

値C〕
・
,C「とリーダーが操作可能な価値C2iCデ に

それぞれ分解する。ここで,

c十=cl十_c2+,  C~=C!キ C2~ (12)

たとえば労働組合を例にとると,C2+は リーダー

(組合)に よるペナルティ,す なわち棄権により組

合から非協力的扱いを受けること,C2は ,リ ー

ダー (組合)の 投票への呼びかけに協力する (投

票する)こ とによって,連帯感や組合からの援助

期待などが考えられる。つまり,C・,C~の 一部

(C2+,Cデ)が 選挙結果に対する投票者の効用差B

とは別に,投票参加はリーダーを中心とする集団

の中で投資的価値♪
′。(C2+十C2~)を生むことにな

る。 す なわち,

R=,Bttp′・(C2++C2)~(Cl・―Cl) (13)

ここで,′は,投票の有無による組合からのペナル

ティや援助期待の可能性を表し,組合の情報ネッ

トワークの緊密性に依存するが,pょ りはるかに大

きいものも考えられる。このようにウラナーの

リーダーの介在の提案は,シュワルツモデルに含

まれるが,ウラナーはさらにリーダーと候補者と

の関連性をも論じており,これが次の効用差の連

続的効果を与えることになる。

4-2 得 票数に対する効用連続型モデル

投票者の効用が選好する候補者の勝敗のみで決

計画行政 17(4),1994



得票数Xの 分布   効 用

[投

票 Fl(r)― → Blr)
一C

棄権  f2(r)~ →  Blr)

図 3 投票者の意思決定問題 H

選挙結果(確率)政 策変更 (確率) 効用

→ B中 ―C

t』
票t播|‖圭i晶|!もpr)      →  8~C

→ 一C

→ β
キ

菜権モ擦]↓‖義黒ほち4) →
B

' 2 ) → 0

図4 リ ーダーモデルの有権者の意思決定問題

定されるのではなく,その候補者の得票数
17)に
対

して連続的に増やすことを考える。 こ れは,候補

者の得票が候補者の政策に影響を与えることを考

慮するものである。図3に おいて,投票者は投票

によって得票数を1だけ動かすことができるので,

得票数rの確率分布『1はF2よ りちょっとだけ左に

平衡移動したものになる。このときRυとR夕の差

Rは ,

R=ル0」『1-F21C (14)

である。2候補者の選挙において得票数が [0,1]

に正規化 (有効投票総数を1とする)されている場

合,以下のような特殊な場合がダウンズモデルに

'3,p4を,投票して候補者が当選した場合・投票し

ないで候補者が当選した場合に政策を投票者より

の政策に変更する確率 03>'4)と すると,投票

者の意思決定問題は図4で示され,投票参加モデ

ルは次のようになる。

R=01'3 p2'4)じ 十_B)+01-,2)B~C   (16)

ダウンズモデル (1)と比較して,第 1項がリー

ダーの候補者への活動に伴うRの 増加への寄与で

ある。(16)式も形式的にはシュワルッモデルに帰

着できるが,政策変更を有無で表現しないでその

大きさを考慮にいれた場合を考えると,政策変更

モデルは効用連続型モデル (14)で 表す方が一般

的になる。本論ではシュワルツモデルは投票者の

多様な部分選挙区での候補者の当落による効用差

を考えるという 「面」的な広がりを持たせること

を指摘しており,候補者の得票数に対する効用の

連続的変化という 「線」的な効用差は対象としな

いものと考える。したがって,ウラナーモデルで

のリーダーの存在はシュワルッモデルに含まれる

が,得票数に絡んだリーダーと候補者間の交渉に

よる候補者の政策変更は,効用連続型モデルで表

すことになる。

5.効 用連続型モデルによる

投票参加分析

本論で提案しているモデルは,シ ュヮルツモデ

ルのような多様性をもった効用連続型モデルであ

る。いままで,投票者の一票の選挙結果に与える

影響を主観確率で考えてきたが,こ こでは投票者

の票数の読みを確率分布で与え,その分布の平均,

分散をパラメータとして与えて,投資的価値の動

きを分析する。

ここでも,2候 補者選挙を考える。 ま た簡単の

ために投票総数を 1とする。有権者は選好する候

補者に投じられる票数上に効用関数材lrl(0≦r≦1)

と票数の読みズをもっているとする。ズは確率変

数で確率密度/0に 従うものとする。

RikeL W.H.cr″ ′(1968)は ,票数上に効用を

連続関数とし,票数の読みを確率分布で与えて,

有権者の期待効用げを,
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あたる。

1-Fi(1/2)=ク,1-F2(1/2)p2,

30=|どき昆i予こ¥) (15)

ここで提案する意思決定問題工にもとづく効用

連続型の投票参加モデルの背景にはウラナーが提

案している候補者の政策変更モデルがある。候補

者は当選した場合,ある集団での獲得票が多けれ

ば長期的戦略を考えて公約していた政策 (投票者

の効用差3)を その集団よりの政策 (効用差Bキ

(>9)に変更するであろう。候補者は集団のリー

ダーとの間の交渉を通して投票者の意向を知るこ

とになる。

'1,'2を,投票者がある候補者に投票して当選

する確率,投票しないで当選する確率 01>,2),

言十画そ子政 17(4),1994



図5 有 権者の期待効用

υ=尤切0/1rl Jr      (18)
で与えた (図5)。ダウンズモデル (1)で は,夕lrl

がr=1/2でのみBだ け変動するステップ関数と考

えられており,こ こではよリー般的なS字 型連続

関数にしてやろうという狙いがある。本論でも

(18)式 を基礎にして分析を試みる。

まず,メは以下の条件をみたす1つの確率密度関

数′をもとに定める18)。

[確率密度関数力こ課す条件]

げ1)戸の平均値は0,分散は1で,有界変動関数
1の

とする。

げ2〕lrl<|フ|なら'式メlrl≧/(y)

〔/3〕 ∃δ>0, Vr(lr≧ 働→ /1rl=o.

ヌの確率密度関数 /は 2つ のパラメータ

μはμくりβ仲<σ≦航nl争宇いを与え歓式
で定義する。

約=芋真学)

値をとることを意味している。

有権者は投票によってμを少しだけ動かすこと

ができ,びの一票あたりの変化,す なわちびのμに

される (本谷,村瀬 (1993))。 これは,候補者間の

票差と政策差の間に比例的な関係 (“が緩やかなS

字カーブを描く)が あること想定している。これ

によれば,σが一定の場合,μ=歩 ,す なわち有権者

が期待値において接戦になると考えているときry

は最大となる。つまり,接戦の状況がもっとも投

資的価値が大きいことは従来通りである。もし,さ

らに接戦であることを票の読みから的確に判断で

きる (σが小さい)よ うな有権者はさらに投票の

投資的価値が増す。このような解釈は,次 の2つ

の命題から一般的である。

[命題5](投 資的価値のμに関する最大値)

投資的価値7は σⅢ
<σ≦航tl告,≒

羊い
を固定

したとき,μ=rOで 最大値をとる。

【証明】付録参照。   1

[命題6](投 資的価値のσに関する単調減少性)

切
″
を単調減少関数とする。このとき,投資的

価値r7はμを固定したとき,σについて単調減少

である。

【証明】付録参照。   1

6.結 論と今後の課題

筆者は最初,無投票のパラドックスを解決する

ような投票参加モデルを提案して何に役立つのか

という素朴な疑問があった。しかし先頃の日本の

選挙制度改革において,民意反映や政権交代の容

易さなどが殆ど比例代表制を含めて選挙区の修正

から論じられていた。現在では投票率は50%程 度

まで落込んでいるのである。民意反映をいうなら,

どうしたら有権者は投票に行くのか,ど うしたら

,Bを大きくできるのかという有権者の投票参加も

選挙制度改革での重要な課題になってしかるべき

であると考えるようになった。また,一方で合理

(17)

/を固定して,4σ の2つのパラメーターで定義

された密度関野 は,平均,分散がそれぞれμ σ
2で

あり,げ3〕より/10)=/11)=0をみたしている。

以上のように,票数の読みについてその期待値

μ,および分散σ
2を
与えることによって投票によ

る期待効用が計算でき,μ,σ
2に
よる投票参加の感

度分析が可能となる。

効用関数切には解析の必要上,次の条件を課す。

[効用関数切lrlに課す条件]

〔″1)切lrjは [0,1]において2回連続微分可能で,

単調増加関数である。

し2〕切
′
lrlのグラフは,(打。切lrO))に関して点対称

である。

〔″2〕は,″
'0が
″=rOで 対称であること,また

切lrlが狭義の単調増加関数であれば,r=」0で最大
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的選択モデルで投票参加行動を説明しようとする

試みを冷やかにみていた。自分の投票参加に照し

てみてあまりにも有りそうもない行動規範を仮定

しているように思えたからである。しかし,その

代案として論理的に投票参加を説明するためには

ダウンズモデルを基本とする以外に考えられなか

った。ダウンズの投票参加モデルが,現実の有権

者の投票参加をうまく説明できないとの批判から

数多くの修正が試みられたが,これらの研究者も

同じ思いがあったように察する。

本論は,これらの投票参加モデルの修正の試み

があまり成功していないことに対して一石を投じ

ることを念頭に,これまでの試みについて筆者か

らみた反省と修正モデルのあるべき方向性を提示

することを目的とした。

結論的には,ダ ウンズモデルにおける投資的価

値を分析するために,シ ュワルッモデルとウラナ

ーモデルを合体させ,選挙結果に対する効用を票

数の連続関数にして,投資的価値からみた投票参

加行動の解析的枠組みを与えた。「人はなぜ投票

に行くのか』を説明するにはシュヮルツの効用の

線形加算的モデルが適当と思われる。しかし,シ

ュヮルツが考えていた部分選挙区モデルは統計的

に実証されていないことから,ウ ラナーモデルで

の例のように部分選挙区として候補者と密接な関

係をもつ労働組合,生活共同組合,宗教団体など

を考えるべきであろう。この時,投資的価値は主

観確率を区毎にバラバラに持つより,選挙全体で

一つ持つ方が高いことが導かれる (命題4)。さら

に連続型モデルでは,接戦と票数の読みの確実性

が投票による投資的価値の増加を生むことを解析

的に示した (命題 5,6)。

今後の課題としては,シ ュワルッモデルの統計

的検証,投資的価値少Bの うち,どの見積りの範囲

およびその方法,消費的価値と投票参加の相関,さ

らに一般の多候補者モデルヘの課題の検討などが

挙げられよう。しかし,ダ ウンズモデル以外のモ

デルの可能性も捨てきれない。

1)合 理的選択行動モデルを用いるこのような傾向

は,社会学,特に行動科学の分野でも広がってきて

いる。例えば,社会的ジレンマモデルがあり,論文

集としてまとめたものに原,海野 (1985,1988)が

ある。

2)政 党の行動は有権者の政治的支持,た とえば選挙

における得票数最大化を目指している。これは経

済学で有名なホテリングの立地モデルに立脚した

もので,選 挙の空間理論とよばれている。空間理

論について最近の論文を集めたものに Enelow,」.

M.研 α′(199o)が ある。

3)期 を投資的価値,C~を 消費的価値という。 詳 し

くは,Riker,W.H,cr α′(1973)を 参照。

4)4守号1寸ヽVilcoxson移ゎことt うヽ。

5)例 えば,投票結果を接戦度に回帰させてその有意

な関連を調べた実証研究として,Silberman.」,冴

α′(1975)を参照。 な お,接戦度の測り方について

は,Cox.Gt W.(1988)を 参照。

6)れ について,厳密には次のような点に注意しなけ

ればならない。

①れはある有権者以外の投票数である。

② (2)を みたすれは偶数である場合である。

③ が々奇数の場合は, =々(れ-l1/2とする。

さらに,② と③については,得票が同数の場合の

当選のルールが問題になる。これは通常,Coin―

toss(くじ)に よる決定,Status quo(現状維持)

の2つのタイプを前提にして分析される (Palfrey,

T.R.c,α′(1983)のゲーム論的分析を参照)。し

かし,これらは少人数での選挙などを前提とする

ものであって,本論ではこのような厳密性を仮定

しない。

7)2項 分布 b(なれrp)=nC p々 (々ァーク)几 に々おいて,

″=(角一つ)(つo)~1たとおくとき,すは漸近的に標準

正規分布にしたがうので,

れC汐竹
几 ～々(2πっqア

1/2eXpl―
他一つ)2/2っOiし=1つ )

8)[0,1]において,関数列陽}が力こと1収束すると

は,え卜位)/1rll抜→0(″→‐)
9)aβ (>0)に対して,

I卜
仰
佃ヂ 佐 =開 が成立つ。この

値をa,βの関数風a,β)とみて,ベータ関数という。
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ここで,α!=r(α+1)(r:ガ ンマ関数)で ある。し

たがって,2つのパラメータα,β(>0)をもつ確率分布

印
寸 冊

ダ ll  r Fど

云辞

が定義でき,これをベータ分布という。

10)尤度 (標本の出方の情報)を もとにある確率分布

のパラメータα (これを確率変数とみる)の 確率分

布をベイズの定理から求めたもの。

11)こ こでも少人数での選挙では,6)の ような注意を

する必要がある。

12)ここでは,(ol*,c声,…,?が)が次の条件を満たす
ことと同値。

α,キ>0⇔ どは投票することで,

(ql*'92ネ,?卜1井,Oq,.1*・・・'0ド)

の結果より高い効用が得られる。    (Vど )

。t章<Fゃ′は実権することで,

(。1中,q2・'q:_lヤ,Qα :.1キ
・・・'Cn*)

の結果より高い効用が得られる。    (V′ )
rt-1

13)即「却ダト品″ポイ1-Lω
・〃ポれをq)

(千打/ (々仏?)=れC″
角
(1~0)れ
~々
)

14)不 完備情報ゲームにおいて,ベイズ型決定ルール

上で与えたナッシュ均衡で,こ こでは,投票コスト

の限界値c′の上で考える。

15)あ る意思決定を選択しなかった場合に考えられる

最大の後悔を最小にするような意思決定方式。

16)Kirchgassner.G.cr α!(1992)は ,1987年の西

ドイツ総選挙における投票所レベルの接戦度と投票

率の問での関連性に着日してシュワルツモデルを検

証しようとしたが,有意差は認められていない。

17)政 党行動モデルでも,勝敗を重視する得票差最大

化モデルの他に,支持率を重視する得票数最大化モ

デルがあり,政党は獲得する票数によって支持者に

対する政策を変えることもある。(Hinich,M.J.e,

α′(1970))

18)例を挙げれば,

引腎 橘鮒
/に 標準正規分布を考えたとき,③を満足しないがδ

を十分に大きい正数として本論と同様の議論が可能

となる。しかし,効用関数″に新たな細かな条件を

付け加える必要があり,技術的な煩雑さがより生産

8θ 大 選挙区での投票参加モデルの定式化に関する研究

的な議論を生まないと判断し,こ こでは厳密に③を

満足する/を与えるものとする。

19)/に よるスティルチェス積分を実行するための仮品

アが[0,1]で有界変動⇔普pl畠牌れ)イれ1)||くわ
△は [0 , 1 ]の分割 :0 = r Oくr iぐ・・<″れ=1

(命題4の証明)

れによる帰納法により証明する。れ=2の とき,次式

より (9)式 は成立する。

安を,挽胤監
い功=的 )

れ=たのとき,(9)が 成立すると仮定する。すなわち,

十惜 ガ 惜 窃措
あり    竹 )

このとき,れ=た+1の ときの (9)式の右辺に (β)を直

接代入して,

蛇!酢堵針
け
(γ)

ここで,つかp .々1とbを,b ■々1について (α)を適用すると,

歩晩
十ぁポ ら十卵 七 ゅ 胸 b ,十p対

(ど=1,2,,・・,た)    (δ )

(δ)を 辺々加えると,

(ε)よ り,(γ〉の右辺は正であり,れ=ん+1の ときも

(9)が成立する。

(命題5の証明)

(18)式をμで偏微分したものが投資的価値rンでぁる

から,

〃=森眺クのけア(畢ll」rl
=A20陽楓キア(学汁1紘=+仲ωttT)
=―+移ωズ学‖|卜号ルωズ守)佐(部分積分)
=号Aげ0ス学)佐(げ的と。の:終ゆ
さらに,ryを″で偏微分し,上と同様な変形を行えば,

挙=歩えプωズ学)佐 "・・・・ (α )

であり,(α )の 積分区間をす=,。で分けると,

録付
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♀ギ十寺げ辞的ス=;|)紘十九0メωス学ル|
寺僚メ作0引甲 ル
十伊プ作0引坪 川
=歩附頚おいわ珊宅型)イ甲 》引路携断協甚乳猟争腎

i携
営耕
れだ∽″

・…・・(β)

(ゲ(―r)=―夕
″
lr)(〔″1),〔″2〕),および げ3〕)

ここで,げ2〕より,(β)の 被積分項はμ>す0で常に正,

μ>=0で常に負,μ=rOで0となり,rL/1まμ=″0で最大とな

る。

(命題6の証明)

塑 <0を 示せばよい。 命 題5の証明と同様に部分積分

を行う。

学=げ|プ0捻X号ス学‖佐

寺え位の畑好(T)ヰ児畑ズ学)」
=歩
A l rグ のズ学 )協

 … ( a )

″
″
は単調減少で2″lrO)=0であるから,lr―μ)″

″
(r)>0

となるのは,μ<rく=0またはrOくrくμのときである。

アの″=″での対称性より (a)は負であることが分かる。
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